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公務員制度改革に係る「工程表」（抄） 

 

 

平 成 2 1 年 ２ 月 ３ 日 

国家公務員制度改革推進本部決定 

 

 

 

Ⅴ 労働基本権の検討 

 

級別定数管理に関する事務をはじめ、人事院から内閣人事・行政管理

局（仮称）に事務の移管を行うことを踏まえ、また、国家公務員の使用

者たる政府が、主体的かつ柔軟に勤務条件に関する企画立案を行い、コ

ストパフォーマンスの高い行政を実現していく観点からも、自律的労使

関係制度への改革は重要かつ必要不可欠な課題である。 

国民に開かれた自律的労使関係制度の措置へ向け、協約締結権を付与

する職員の範囲の拡大等に関する具体的制度設計について、平成 21 年

中に国家公務員制度改革推進本部労使関係制度検討委員会の結論を得

る。その上で、平成 22 年中に所要の法律案を国会に提出し、準備期間

を経て平成 24 年までに施行する。 

 


